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組合事務室は１号館２階１２１０です。 

救済命令を受けての組合行動方針 

９月７日の労働委員会による救済命令の概要 

すでに前号でお知らせしたとおり、９月７日に北海道労働委員会による学校法人札幌大学に対する

救済命令が出されました。 

平成２７年（２０１５年）の期末・勤勉手当の支給率を確定するにあたり、法人は一方的に自らの

見解に基づいて減額された手当の支給を強行しました。労働委員会は、これは不当労働行為（不誠実

団交）と認め、法人に対して、①見解の根拠などを具体的かつ明確に示して納得を得ようとする誠実

な団体交渉をせよとし、②法人が行った不誠実な対応は組合運営に対する支配介入に当たると述べ、

③「今後こうした不当労働行為をしないようにする」とした文書の掲示を命じる、という概要でした。 

平成２６年（２０１４年）に引き続き、大学法人に対して不当労働行為の認定が二度も出されたこ

とは、日本国内の大学の中でも初めての事であり、健全な労使関係を損ない、社会的にも全くの不名

誉なことです。労働組合法という法律で労働組合や労働者に対して禁止されている行為を、法人は二

度も労働委員会から認定されたことは、高等研究教育機関という公的な存在である大学の社会的信用

を著しく損なうことで、由々しき事態と言わざるを得ません。 

 

なぜ法人はルールを守らなくても平然としていられるのか？ 

法人が何故こうしたルール違反を一度のみならず二度も平然と繰り返すことができるのでしょう

か？それは以下の現象から分かるように、法人執行部のモラルが非常に低いことに由来します。 

①組合ニュース No.４で報じたように、財務データが示すような杜撰な経営を何年も繰り返して

いながら、誰も経営責任を取らない上に、法人は期末・勤勉手当を一方的に引き下げ、大学財

政悪化の責任を教職員に転嫁しています。 

②前号の組合ニュースでお伝えしたように、法人は労働委員会や札幌地方裁判所からの意見を誠

実に聞かず、組合との対等かつ建設的な話し合いをしないばかりか、「控訴理由書」にあるよ

うな組合へのいわれなき責任転嫁を主張しています。 

③一学群化の「改革」にしても、その後の教学運営にしても、法人執行部は、彼らの仲間内の意

見だけを聞いて強硬に推し進めてしまい、広く現場の意見を尊重せず、聞きもしません。 

④最近組合が得た情報によると、執行部のある人物が、担当科目の授業を正規の手続きを経ない

まま、突然、自分の知り合いに代講させているとのことです。一般教員には担当コマ数を増加

させ、授業担当の手続きへの厳格化を求めながら、みずからは「超法規」的なやり方で済ませ

ています。 

責任を取らずに平気でいられ、労働委員会や裁判所に対して「面従腹背」でき、縁故主義と見なせ

るようなことも平然としてやれるのです。 

 



モラルの低い法人に対して、組合は何を求めるのか？ 

 １．法人執行部に対する責任の追及 

組合は不名誉な不当労働行為を二度も引き起こした責任を取らせることを求めます。そのことに

よって、労使関係の健全化を図ります。 

この二度にわたる不当労働行為に関与した法人執行部のメンバーは、５月末に辞めた前理事長を

筆頭に、財務全般を取り仕切り、二度の不当労働行為を主導しながら、２月末に「一身上の都合」

として突然退職した前専務理事、そして同じく二度の不当動労行為に深く関わり、いずれも法人側

の証人となりながら、３月に理事を外れたＭ元理事など、すでに執行部から外れています。 

しかし、いまだに二人の人間が何の責任も取らず法人執行部に残っています。一人は今回の不当

労働行為（不誠実な団交対応）に途中から関わり、不名誉な状態を引き起こした直接的関与者であ

り、現在では教学のトップに就いています。もう一人は、以前の不当労働行為の時から法人執行部

に名を連ね、今でも引き続き法人執行部に残って、教学において前者に続く重要なポストについて

います。さらに、他にも様々な役職を兼務し、多額の手当を得ている状況にあります。二人とも人

事やカリキュラムなどの業務を私的に処理し、大学運営を私物化しています。 

 大学における労使関係の健全化のためにも、大学運営の適正化のためにも、我々はこうした状況

を作り出した旧来の法人執行部メンバーの責任を追及し、更迭や辞任等の適切な対応を強く求めて

いくつもりです。 

また、法人側弁護士の態度にも問題があります。すでに不当労働行為認定がなされ、勤務延長教

員の一方的賃金カット訴訟では第一審敗訴という状態にありながら、何故、労使関係の健全化を促

し、組合や労働者への一方的かつ強権的な対応を改善すべくアドバイスしないのでしょうか。それ

どころか控訴審において、「控訴理由書」の中で「組合が対応しなかった」と責任転嫁とも言うべ

き主張まで展開しており、たとえ法人の主張を代理人として展開しているのだとしても、弁護士は

「社会正義を実現することを使命とする」（弁護士法第 1 条）のですから、むしろ大学のために労

使関係の健全化に向けてのアドバイスを法人にすべきではないでしょうか。 

 

２．今年度の冬期の期末勤勉手当に未払い賃金の上乗せを要求 

 法人執行部に対する責任を追及し、責任者の更迭や辞任等を求めるだけで済ませることはできま

せん。前号組合ニュースでもお伝えした通り、組合は、今回の労働委員会の救済命令を受けて、平

成２７年度と２８年度の期末・勤勉手当で未払い分の支払いを、法人がただちに支払うことを求め

ます。今後、今年度の冬期の期末・勤勉手当に関する団体交渉において、組合は法人に対して、か

つて組合が合意した本来の支給率に加えて、２年間の未払い分を上乗せしたものを要求します。 

 

３．未払手当支払い請求訴訟および組合への損害賠償訴訟の準備 

 組合は、未払い手当についての支払い請求訴訟と組合への損害賠償訴訟を起こす準備を始めてい

ます。組合の根拠は以下の通りです。 

労働契約法第８条により労働条件などは労使の合意により決定できますが、特に労働者に不利益

な形で就業規則を変更しようとする場合には、労働者との合意が不可欠となります（同第９条本文）。

そうした合意がなくても、どうしても不利益変更が必要であるというような場合には、その変更を

労働者にしっかりと周知した上で、その変更自体が、「労働者の受ける不利益の程度、労働条件の

変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との交渉の状況その他の就業規則の

変更に係る事情に照らして合理的なものであるときは」（同第１０条）、第９条の例外として変更が



認められることになります（同第９条但書）。 

 札幌大学においては、就業規則において期末・勤勉手当の支給率が定められていますから、手当

を減額するために、法人がその就業規則を一方的に変更しようとしても、労働者側との同意が必要

であり、同意が得られない場合でもその変更が有効だと言うためには、労働契約法第１０条の定め

る状況が必要となります。ところが、前回と今回の救済命令でも、法人側の「労働組合との交渉」

が不誠実団交であり、不当労働行為であると認められている以上、第１０条の例外にはあてはまり

ません。したがって、期末・勤勉手当は以前の就業規則通りに支払わなければなりません。 

法人は平成２７年度分と平成２８年度分の本来の期末・勤勉手当との差額を支払うべき義務を負

っていることは明らかであり、組合としては、その分の支払い請求訴訟の準備にとりかかっていま

す。 

 また、二度にわたる不当労働行為の繰り返しについては、組合がそれに対応して地労委への救済

申し立てなど様々な対策を取らざるを得ない状況を強いられたのですから、「精神的損害類似の」

被害を受けたとして、組合として損害賠償請求が可能と考えています（渡島信用金庫事件：札幌高

裁平１４・３･１５（『労働判例』８２６、２００２年７月１５日、５～２３頁を参照））。したがっ

て、組合自体を原告とした損害賠償訴訟の準備を進めていくつもりです。 

 

 

 

《訂正》 

 前号の組合ニュースにおいて、一部誤りがありました。以下のように訂正いたします。 

（誤）「…道内の大学において救済命令で二度も不当労働行為と認定されたのは、本学が初めてだ

そうです。」 

       ↓ 

（正）「…日本国内の大学において救済命令で二度も不当労働行為と認定されたのは、本学が初め

てだそうです。」 

 

 

 


